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                                   １熊保第4571 号 

                                令和元年8 月１日 

                                 

大阪社会保障推進協議会 

会長 井上 賢二  様 

 

                                 熊取町長 藤 原 敏 司 

                                      （公印省略） 

 

２０１９年度自治体キャラバン行動・要望書への回答について 

 

２０１９年６月１７日付けで要望のありました項目について下記のとおり回答いたします。 

 

 

 

記 

    

１１１１．．．．子子子子どもどもどもども施策施策施策施策・・・・貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策                                                                                                                                                                                                                                                

①①①①    6666 月月月月 12121212 日日日日にににに可決可決可決可決したしたしたした「「「「改正子改正子改正子改正子どものどものどものどもの貧困対策推進法貧困対策推進法貧困対策推進法貧困対策推進法」」」」ではではではでは、、、、計画策定計画策定計画策定計画策定をををを市区町村市区町村市区町村市区町村にににに努力義務化努力義務化努力義務化努力義務化されされされされ

たたたた。。。。そうしたこともそうしたこともそうしたこともそうしたことも踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、よりよりよりより具体的具体的具体的具体的なななな施策施策施策施策をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。そのうえでそのうえでそのうえでそのうえで、、、、再度実態調査再度実態調査再度実態調査再度実態調査をををを実施実施実施実施しししし

検証検証検証検証することすることすることすること。。。。    

②②②②    未未未未だだだだ一度一度一度一度もももも実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行ってないってないってないってない自治体自治体自治体自治体においてはにおいてはにおいてはにおいては早急早急早急早急にににに実施実施実施実施することすることすることすること。。。。    

【回答】 

本町におきましては、子どもの貧困対策を含めた「熊取町子ども・子育て支援計画」に掲載の

各施策を着実に推進することにより、子どもの貧困対策を総合的に推進できるものと考えていま

す。本年度は、「熊取町子ども・子育て支援計画」の見直し作業を進めており、子どもの貧困対

策推進法の改正の趣旨や、国、府の調査結果等を踏まえ、子どもの貧困対策について検討したい

と考えています。 

なお、具体的には、平成２９年度より住民提案型協働事業として採択・実施されている「こど

もレストラン」の取り組みに対しては、補助金の交付や、実行委員会の運営サポートなども進め

ており、今後も引き続き、協働の取り組みを進めていきたいと考えています。 

 
③③③③    学校内学校内学校内学校内でのでのでのでの朝食朝食朝食朝食カフェカフェカフェカフェ、、、、長期休暇中長期休暇中長期休暇中長期休暇中のののの食事支援食事支援食事支援食事支援にににに本格的本格的本格的本格的にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。学校給食学校給食学校給食学校給食はははは義務教育義務教育義務教育義務教育のののの一一一一

貫貫貫貫、、、、貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策としてとしてとしてとして無償無償無償無償とすることとすることとすることとすること。。。。給食内容給食内容給食内容給食内容はははは子子子子どものどものどものどもの食食食食をささえるにをささえるにをささえるにをささえるに値値値値するものとしするものとしするものとしするものとし、、、、そのためそのためそのためそのため

にもにもにもにも自校式完全給食自校式完全給食自校式完全給食自校式完全給食・・・・全員喫食全員喫食全員喫食全員喫食としとしとしとし、、、、就学援助就学援助就学援助就学援助のののの対象対象対象対象とすることとすることとすることとすること。。。。    

【回答】 
学校内での朝食カフェ、長期休暇中の食事支援について、教育委員会として取り組むことにつ

いては現在のところ考えていません。 

給食の食材費については、学校給食法に基づき、保護者負担となっているところですが、就学

援助制度の認定世帯に対しては、食材費の全額を就学援助費として支給しているところです。 

学校給食については、今後、老朽化が進む給食施設の再整備が必要となる場合には、共同調理

方式等も視野にそのあり方についての検討が必要であるものと考えていますが、当面は、現行の

自校方式を継続していきたいと考えています。 

給食内容については、学校の栄養教諭等が中心となって、国が示す栄養価を満たし、バランス
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のとれた献立を作成しており、各校で行っている保護者を対象とする給食試食会においても、よ

い評価をいただいているところです。 

 

④④④④    就学援助制度就学援助制度就学援助制度就学援助制度についてはについてはについてはについては、、、、実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、実態実態実態実態にににに見合見合見合見合ったったったった金額金額金額金額にすることにすることにすることにすること。。。。入学準備入学準備入学準備入学準備金金金金はははは前倒前倒前倒前倒

しししし支給支給支給支給(2(2(2(2 月中月中月中月中))))とするとともにとするとともにとするとともにとするとともに、、、、そのそのそのその他他他他のののの支給支給支給支給についてもについてもについてもについても早早早早くすることくすることくすることくすること。。。。クラブクラブクラブクラブ活動活動活動活動にににに関関関関するするするする費用費用費用費用にににに

ついてついてついてついて支給支給支給支給することすることすることすること。。。。所得要件所得要件所得要件所得要件についてについてについてについて生活保護旧基準生活保護旧基準生活保護旧基準生活保護旧基準(2013(2013(2013(2013 年以前年以前年以前年以前))))のののの１１１１．．．．３３３３倍以上倍以上倍以上倍以上とすることとすることとすることとすること。。。。

申請用紙申請用紙申請用紙申請用紙をををを簡易簡易簡易簡易にしにしにしにし、、、、わかりやすくわかりやすくわかりやすくわかりやすく申請申請申請申請しやすいしやすいしやすいしやすい工夫工夫工夫工夫をすることをすることをすることをすること。。。。    

【回答】 
  就学援助制度の支給金額については、要保護児童に対する国の補助基準額と同額を支給するこ

ととし、これに対応した予算を確保して支給しているところです。 

続いて、就学援助金の支給時期ですが、まず、入学準備金の前倒し支給については、平成 29

年度から、平成 30 年 4 月入学の町立全小・中学校の児童生徒を対象として開始したところであ

り、平成30 年度は、平成31 年4 月入学の児童生徒に対して、入学前の本年2 月25 日（月）に

支給したところです。 

次に、新入学生に対する新入学学用品費以外の就学援助費の支給日につきましては、近隣市町

の中では最も早い 7 月下旬に支給しています。この支給時期を早めることについては、課税決定

前の確定申告書の写しやその他の所得に関する資料を提出いただくことが必要となります。認定

事務に関しては、間違いや漏れのないように進めること、また、一旦支給した援助費の返還が発

生することのないように事務を進めていくことが大切だと考えており、現状の 7 月中の支給を目

標に事務を進めることが最善と考えます。 

また、クラブ活動に関する費用については、就学援助費を含む教育費全体における財源確保が

困難になってきている状況の中で、支給項目を広げることは困難と考えております。 

続いて、所得要件を旧基準（2013 年以前）の1.3 倍以上とすることにつきましては、これまで

実質的に大阪府内市町村の中では最も広く認定できる基準を維持してきたところですが、これに

ついて、平成30 年度を初年度とする「熊取町行財政構造改革プラン・アクションプログラム」に

おいて、本来の制度の趣旨や近隣市町の状況を踏まえた中で、認定基準の見直しを行うことを定

め、これに基づき、具体的には、平成 31 年 4 月入学の新入学学用品費の支給から、新たな認定

基準とする方向で進めてきたところです。しかしながら、近隣市町の認定基準や議会等の意見を

総合的に勘案した中で、現段階では、現行の認定基準を継続することとしたところです。 

次に、就学援助制度に関する周知方法でございます。平成31 年4 月の町立小・中学校への入

学予定者に対する新入学学用品費の入学前支給、及び令和元年度の就学援助のご案内については、

当該制度説明やレイアウトの改善を加えたよりわかりやすい案内通知とし、あわせて申請書を同

時に配付しております。併せて、ホームページについても、詳細な計算根拠や計算例を新たに掲

載するなどよりわかりやすい周知に努めたところです。    

    
⑤⑤⑤⑤    学習支援学習支援学習支援学習支援についてはについてはについてはについては食食食食のののの支援支援支援支援もももも同時同時同時同時にににに行行行行いいいい、、、、子子子子どものどものどものどもの居場所居場所居場所居場所としてのとしてのとしてのとしての位置位置位置位置づけをづけをづけをづけを行行行行うことうことうことうこと。。。。子子子子どどどど

もたちもたちもたちもたち向向向向けのちらしをけのちらしをけのちらしをけのちらしを作成作成作成作成しししし、、、、子子子子どもがどもがどもがどもが自分自分自分自分でででで判断判断判断判断できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること((((学習支援学習支援学習支援学習支援についてのチラについてのチラについてのチラについてのチラ

シ・シ・シ・シ・配布物配布物配布物配布物をををを当日参加者全員当日参加者全員当日参加者全員当日参加者全員にににに配布配布配布配布してくださいしてくださいしてくださいしてください))))。。。。様々様々様々様々なななな奨学金奨学金奨学金奨学金についてについてについてについて案内案内案内案内するパンフレットをするパンフレットをするパンフレットをするパンフレットを

作成作成作成作成することすることすることすること((((作成作成作成作成しているパンフレットなどがあればしているパンフレットなどがあればしているパンフレットなどがあればしているパンフレットなどがあれば当日参加者全員当日参加者全員当日参加者全員当日参加者全員にににに配布配布配布配布してくださいしてくださいしてくださいしてください))))。。。。    
【回答】 

    学習支援については、大阪府の委託を受けた大阪府社会福祉協議会が実施しており、周知につ

いては町広報紙の掲載や、必要に応じて町内各中学校への配付などの対応をしております。   

    食の支援については、学習支援場所や時間等の事情から、同時支援は難しいものと考えていま

す。また、奨学金についての案内パンフレットは本町では作成しておりませんが、相談に来られ

た場合は、大阪府が作成しているパンフレットを活用し、情報の提供をしています。    

    



3 

 

⑥⑥⑥⑥    待機児童待機児童待機児童待機児童のののの解消解消解消解消とともにとともにとともにとともに、、、、虐待虐待虐待虐待やネグレクトのやネグレクトのやネグレクトのやネグレクトの発見発見発見発見・・・・対応対応対応対応、、、、保護者保護者保護者保護者へのへのへのへの支援支援支援支援をををを行行行行うためにうためにうためにうために保育所保育所保育所保育所・・・・

幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園・こども・こども・こども・こども園等園等園等園等にソーシャルケースワーカーにソーシャルケースワーカーにソーシャルケースワーカーにソーシャルケースワーカー配置配置配置配置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

【回答】 

待機児童対策については、引き続き保育士の確保に努めるとともに、町内の民間保育所等での保

育受入れ枠の拡充に向けた取り組みを積極的に支援するなど、保育ニーズに適確に対応できるよう

努めてまいります。 

 また、虐待やネグレクトの発見・対応につきましては、保育所等に現在入所されている児童はも

とより、未就園児と保護者についても、地域の子育て支援の拠点として、保育士が見守りや支援等

が必要であると判断した場合は、児童虐待担当部署と連携しながら、必要な支援を行っております。

具体的には要保護児童対策地域協議会が実施する保育所等への巡回訪問（年３回）や、個別ケース

検討会議等を通じて、個別ケースの状況の情報共有を図っております。 

     さらに、公立・民間保育所（園）などの保育士を対象に要保護児童等の支援に関する研修を実施し 

保育士の相談対応力の向上を図っているところです。    
    

⑦⑦⑦⑦    虐待防止虐待防止虐待防止虐待防止にむけてにむけてにむけてにむけて、、、、シングルマザーシングルマザーシングルマザーシングルマザー、、、、特特特特にににに若年妊産婦若年妊産婦若年妊産婦若年妊産婦へのきめへのきめへのきめへのきめ細細細細やかなサポートにやかなサポートにやかなサポートにやかなサポートに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

【回答】 

子育て支援課では、過去から保健担当課長や学校指導担当参事の兼務体制をとるほか、スーパーバ

イザーの配置、母子保健法に基づく子育て世代包括支援センター「すくすくステーション」の設置等

により、関係機関との連携を密にしながら、対象家庭に丁寧に対応しております。さらに、平成 30

年度からは、当課を児童福祉法に基づく「子ども家庭総合支援拠点」と位置づけ、一層の虐待予防に

努めているところです。 

妊娠された場合、子育て支援課で妊娠届出の手続きと、妊婦と保健師との面談をすべての方に行っ

ています。また、妊娠中期には、保健師が妊婦に対して電話等により状況を全数把握するなど、きめ

細やかなサポートを行っています。 

とりわけ、シングルマザーや、若年の妊産婦のほか、高ストレスの妊産婦を把握した場合には、電

話だけでなく訪問や面接などにより保健指導や相談対応を行っています。 

    
⑧⑧⑧⑧    児童扶養手当申請時児童扶養手当申請時児童扶養手当申請時児童扶養手当申請時およびおよびおよびおよび現況届提出時現況届提出時現況届提出時現況届提出時においてにおいてにおいてにおいて民生委員等民生委員等民生委員等民生委員等によるによるによるによる家庭訪問家庭訪問家庭訪問家庭訪問やややや「「「「独身証明書独身証明書独身証明書独身証明書」」」」提提提提

出出出出をををを強要強要強要強要しないことしないことしないことしないこと。。。。面接面接面接面接においてもにおいてもにおいてもにおいても「「「「彼氏彼氏彼氏彼氏がいないかがいないかがいないかがいないか」」」」などなどなどなど聞聞聞聞くなどくなどくなどくなど人権侵害人権侵害人権侵害人権侵害をををを行行行行わないことわないことわないことわないこと。。。。    

【回答】 

社会福祉事務所を設置していない町村においては、児童扶養手当の認定は、大阪府が行っておりま

す。そのため、新規申請時及び現況届提出時の添付書類の添付やひとり親家庭であるかの確認につい

ても、大阪府の指示に基づき、申請者の人権に配慮しつつ、必要に応じて行ってまいります。    
    

⑨⑨⑨⑨    2018201820182018 年度年度年度年度のののの乳幼児健診乳幼児健診乳幼児健診乳幼児健診((((前期乳児検診前期乳児検診前期乳児検診前期乳児検診・・・・後期乳児検診後期乳児検診後期乳児検診後期乳児検診・・・・一歳半健診一歳半健診一歳半健診一歳半健診・・・・三歳児健診三歳児健診三歳児健診三歳児健診))))のののの対象児童数対象児童数対象児童数対象児童数とととと

受診児童数受診児童数受診児童数受診児童数・・・・未受診児童数未受診児童数未受診児童数未受診児童数をおをおをおをお知知知知らせくださいらせくださいらせくださいらせください。。。。    

【回答】 

・前期乳児検診（乳児一般健康診査） ：受診者数282 人（1 歳未満対象） 

・後期乳児検診（乳児後期健康診査） ：受診者数265 人（9 か月～1 歳未満対象） 

・一歳半健診（1 歳7 か月児健康診査）：受診者数355 人（対象361 人） 

・三歳児健診（3 歳6 か月児健康診査）：受診者数358 人（対象375 人）    
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⑩⑩⑩⑩        学校健診学校健診学校健診学校健診でででで「「「「要受診要受診要受診要受診」」」」とととと診断診断診断診断されたされたされたされた児童児童児童児童・・・・生徒生徒生徒生徒のののの受診状況受診状況受診状況受診状況のののの把握把握把握把握とととと、、、、歯科歯科歯科歯科についてはについてはについてはについては「「「「口腔崩壊口腔崩壊口腔崩壊口腔崩壊」」」」

状態状態状態状態になっているになっているになっているになっている児童児童児童児童・・・・生徒生徒生徒生徒のののの実態実態実態実態をををを調査調査調査調査することすることすることすること。。。。学校健診学校健診学校健診学校健診でででで「「「「要受診要受診要受診要受診」」」」とととと診断診断診断診断されたにもかかされたにもかかされたにもかかされたにもかか

わらずわらずわらずわらず、、、、未受診未受診未受診未受診となっているとなっているとなっているとなっている児童児童児童児童・・・・生徒生徒生徒生徒がががが確実確実確実確実にににに受診受診受診受診できるようできるようできるようできるよう具体的具体的具体的具体的なななな対策対策対策対策をををを講講講講じることじることじることじること。。。。眼鏡眼鏡眼鏡眼鏡

についてはについてはについてはについては全国的全国的全国的全国的にににに補助制度補助制度補助制度補助制度もあることからもあることからもあることからもあることから、、、、自治体自治体自治体自治体としてとしてとしてとして補助制度補助制度補助制度補助制度をををを創設創設創設創設することすることすることすること。。。。    

【回答】 

歯科検診を含めて健診で要受診とされた児童生徒については、学校から保護者へ要受診の連絡を書

面等で行っていますが、校長会においても保護者への連絡の徹底について教育長より各校長へ指示し

ているところです。 

眼鏡についての補助制度に関しましては、就学援助制度において助成している団体がございますが、

先述のクラブ活動に関する費用と同様、就学援助費を含む教育費全体における財源確保が困難になっ

てきている状況の中で、支給項目を広げることは困難と考えております。    
    

⑪⑪⑪⑪    児童児童児童児童・・・・生徒生徒生徒生徒のののの口腔内口腔内口腔内口腔内のののの健康健康健康健康をををを守守守守るためるためるためるため全小中学校全小中学校全小中学校全小中学校でででで給食後給食後給食後給食後にににに歯歯歯歯みがきのみがきのみがきのみがきの時間時間時間時間をををを設設設設けるとともにけるとともにけるとともにけるとともに、、、、

フッフッフッフッ化物洗口化物洗口化物洗口化物洗口にににに取取取取りりりり組組組組むことむことむことむこと。。。。    

【回答】 

町内全小学校において、毎給食後に歯みがきを実施しています。中学校においては、特に歯磨きの

時間は設けていない状況ですが、すべての小中学校において、企業や歯科衛生士による歯磨き指導や

保健だより等を通して、歯磨き等を含めて口腔内の健康を守ることの大切について啓発を行っている

ところです。フッ化物洗口については、現在実施はしておりません。    
    

⑫⑫⑫⑫    子子子子どものどものどものどもの口腔内口腔内口腔内口腔内のののの健康健康健康健康をををを守守守守るとともにるとともにるとともにるとともに、、、、虐待虐待虐待虐待やネグレクトのやネグレクトのやネグレクトのやネグレクトの発見発見発見発見・・・・対応対応対応対応のためにのためにのためにのために、、、、全全全全てのてのてのての４４４４歳児歳児歳児歳児・・・・

５５５５歳児歳児歳児歳児をををを対象対象対象対象にしたにしたにしたにした健診健診健診健診をををを実施実施実施実施しししし、、、、そのそのそのその中中中中にににに歯科健診歯科健診歯科健診歯科健診もももも入入入入れることれることれることれること    

【回答】 

５歳児に対しては、小学校入学前の11 月ごろに、就学前健診を実施し、入学予定となる小学校を

会場に、内科、歯科を内容とした健診を行っています。 

    

２２２２．．．．国民健康保険国民健康保険国民健康保険国民健康保険・・・・医療医療医療医療                                                                                                                                                                                                                                                        

①①①①    2019201920192019 年度大阪府標準保険料年度大阪府標準保険料年度大阪府標準保険料年度大阪府標準保険料がががが大幅値上大幅値上大幅値上大幅値上げとなったことについてげとなったことについてげとなったことについてげとなったことについて率直率直率直率直なごなごなごなご意見意見意見意見をおをおをおをお聞聞聞聞かせいただかせいただかせいただかせいただ

きたいきたいきたいきたい。。。。そのうえでそのうえでそのうえでそのうえで大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして今後今後今後今後どのようなどのようなどのようなどのような保険料保険料保険料保険料になるのかになるのかになるのかになるのか少少少少なくともなくともなくともなくとも 4444 年間年間年間年間のののの保険料率保険料率保険料率保険料率

シュミレーションをシュミレーションをシュミレーションをシュミレーションを出出出出したうえでしたうえでしたうえでしたうえで来年度運営方針見直来年度運営方針見直来年度運営方針見直来年度運営方針見直しをしをしをしを行行行行うよううよううよううよう強強強強くくくく要請要請要請要請することすることすることすること。。。。    

【回答】 

団塊の世代が前期高齢者に移行していることによる医療費の自然増や、医療技術の高度化などに伴

う医療費の増加などが、保険料の増加要因となっているものと考えます。 

本町においても特定健診の受診勧奨事業の実施やジェネリック医薬品勧奨通知など、医療費適正化

に取り組んでおりますが、一人あたりの医療費は伸び続けていることから、府全体においても同様に、

医療費の増加が保険料率に影響を及ぼしているのではないかと考えております。 

   現、大阪府国民健康保険運営方針は、平成３０年４月１日から令和３年３月３１日までが対象期間

となっており、令和２年度には見直しが行われる見込みです。 

大阪府に対しては、今後も安定的かつ持続可能な医療保険制度となるよう、また、保険料が急激に

増加することがないよう、見直しにあたっては、市町村の意見を取り入れながら、医療費抑制対策や、

数年先を見据えた保険料率のシュミレーション等を含めた検討を行うよう、あらゆる機会を利用して

要望してまいりたいと考えております。 
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②②②②    大阪府統一国保大阪府統一国保大阪府統一国保大阪府統一国保ではではではでは、、、、低所得者及低所得者及低所得者及低所得者及びびびび子子子子どもがいるどもがいるどもがいるどもがいる世帯世帯世帯世帯のののの保険料保険料保険料保険料がががが上上上上がるばかりかがるばかりかがるばかりかがるばかりか、、、、住民住民住民住民をををを守守守守るたるたるたるた

めのめのめのめの条例減免制度条例減免制度条例減免制度条例減免制度がががが廃止廃止廃止廃止になるなどになるなどになるなどになるなど府民府民府民府民にとってにとってにとってにとって何何何何らメリットがないことはらメリットがないことはらメリットがないことはらメリットがないことは明明明明らかであるらかであるらかであるらかである。。。。国国国国もももも市市市市

町村町村町村町村によるによるによるによる賦課権限賦課権限賦課権限賦課権限はこれまでとはこれまでとはこれまでとはこれまでと変変変変わらないことをわらないことをわらないことをわらないことを明言明言明言明言していることからしていることからしていることからしていることから、、、、これこれこれこれまでどおりまでどおりまでどおりまでどおり市町村市町村市町村市町村

がががが独自独自独自独自にににに保険料保険料保険料保険料をををを決定決定決定決定しししし条例減免条例減免条例減免条例減免はこれまではこれまではこれまではこれまで以上以上以上以上のののの内容内容内容内容とすることとすることとすることとすること。。。。一般会計法定外繰入一般会計法定外繰入一般会計法定外繰入一般会計法定外繰入はこれまはこれまはこれまはこれま

でどおりでどおりでどおりでどおり行行行行いいいい、、、、払払払払えるえるえるえる保険料保険料保険料保険料のののの設定設定設定設定をすることをすることをすることをすること。。。。    

【回答】 

広域化により大阪府が財政運営を担うことで、高額な新薬の承認や感染症の発生などにより、想定

以上に医療費が伸びるなどのリスクを大阪府全体で吸収し、急激な保険料率への影響を回避し、より

安定的な財政運営が図られるものと考えております。 

そのため、負担の公平性を確保するためにも、居住する市町村によって保険料の算定方法が異なら

ないよう、統一の標準保険料率・保険料減免等が示されているものであります。 

また、一般会計からの繰入れについても、本町としましては、同運営方針に基づく取扱いに従って

まいります。 

なお、同運営方針では、保険料額が急激に増加することがないよう、平成３０年度から令和５年度

までの６年間は、市町村独自の激変緩和装置を講じることができることから、本町では、平成３０年

度に引き続き、平成３１年度は急激な保険料の引き上げを抑制するため、活用可能な財源をもとに、

大阪府が示す市町村標準保険料率から医療給付費分の「平等割を１５％引き下げた保険料」とするな

ど、適切な保険料賦課に努めております。 

来年度以降も、大阪府が示す市町村標準保険料率の動向や活用可能な財源を考慮して、府内市町村

の動向に注視するとともに、活用可能な財源が確保できれば必要に応じた激変緩和措置を検討し、適

切に対応してまいりたいと考えております。    
    

③③③③    子育子育子育子育てててて世帯世帯世帯世帯へのへのへのへの配慮配慮配慮配慮としてとしてとしてとして、、、、子子子子どものどものどものどもの均等割均等割均等割均等割をゼロとするをゼロとするをゼロとするをゼロとする、、、、もしくはもしくはもしくはもしくは申請無申請無申請無申請無しでのしでのしでのしでの子子子子どものどものどものどもの均等均等均等均等

割減免制度割減免制度割減免制度割減免制度をををを新新新新たにたにたにたに設設設設けることけることけることけること。。。。子子子子どもにどもにどもにどもに対対対対するするするする新新新新たなたなたなたな調整交付金調整交付金調整交付金調整交付金のののの金額金額金額金額をををを明明明明らかにしらかにしらかにしらかにし、、、、それをそれをそれをそれを原原原原

資資資資のののの一部一部一部一部とすることとすることとすることとすること。。。。    

【回答】 

保険料の減免については大阪府統一基準に基づき実施しているところであり、当該基準において、

子どもの均等割減免制度はございません。今後、大阪府国民健康保険運営方針等が改正され、制度と

して適用された場合は、適切に対応してまいりますが、現時点での独自制度としての導入は考えてお

りません。    
    

④④④④    滞納者滞納者滞納者滞納者へのへのへのへの財産調査財産調査財産調査財産調査････差押差押差押差押についてはについてはについてはについては法令法令法令法令をををを遵守遵守遵守遵守しししし、、、、きめきめきめきめ細細細細かくかくかくかく面談面談面談面談しししし滞納処分滞納処分滞納処分滞納処分によってによってによってによって生活困窮生活困窮生活困窮生活困窮

にににに陥陥陥陥らせることがないようにすることらせることがないようにすることらせることがないようにすることらせることがないようにすること。。。。地方税法第地方税法第地方税法第地方税法第 15151515 条条条条････国税徴収法第国税徴収法第国税徴収法第国税徴収法第153153153153 条条条条にににに基基基基づきづきづきづき無財産無財産無財産無財産、、、、生生生生

活困窮状態活困窮状態活困窮状態活困窮状態のののの場合場合場合場合はははは直直直直ちにちにちにちに滞納処分滞納処分滞納処分滞納処分のののの停止停止停止停止をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。差押差押差押差押ええええ禁止額以上禁止額以上禁止額以上禁止額以上はははは差押差押差押差押えないことえないことえないことえないこと。。。。2013201320132013

年年年年のののの鳥取県児童手当差押事件鳥取県児童手当差押事件鳥取県児童手当差押事件鳥取県児童手当差押事件((((広島高裁松江支部広島高裁松江支部広島高裁松江支部広島高裁松江支部))))判決判決判決判決のののの主旨主旨主旨主旨をををを理解理解理解理解しししし、、、、給与給与給与給与、、、、年金年金年金年金、、、、児童手当等児童手当等児童手当等児童手当等がががが預預預預

貯金貯金貯金貯金にににに入入入入ったったったった場合場合場合場合でもでもでもでも差押禁止財産差押禁止財産差押禁止財産差押禁止財産についてはについてはについてはについては差差差差しししし押押押押さえないことさえないことさえないことさえないこと。。。。    

【回答】 

これまでも差押禁止財産については、関係法令を遵守し、滞納処分に係らないよう財産調査や差押

等の手続きを進め、該当世帯が生活困窮に陥ることのないよう滞納処分を行っております。 

   また、生活困窮世帯の滞納保険料については、状況を調査のうえ適切に滞納処分の停止を行います。    
    

⑤⑤⑤⑤    大阪大阪大阪大阪府府府府はははは高齢者人口高齢者人口高齢者人口高齢者人口のののの増加増加増加増加にににに加加加加えてえてえてえて、、、、単身単身単身単身・・・・認知症認知症認知症認知症のののの高齢者高齢者高齢者高齢者のののの増加増加増加増加がががが2025202520252025 年年年年にににに向向向向けてけてけてけて重大重大重大重大なななな課題課題課題課題

になっているになっているになっているになっている。。。。今後今後今後今後のののの高齢者高齢者高齢者高齢者のののの推移推移推移推移とととと必要病床数必要病床数必要病床数必要病床数、、、、施設数施設数施設数施設数をどのようにをどのようにをどのようにをどのように推計推計推計推計されされされされ、、、、どのようなどのようなどのようなどのような計画計画計画計画

をををを立立立立てているのかおてているのかおてているのかおてているのかお知知知知らせいただきたいらせいただきたいらせいただきたいらせいただきたい。。。。救急医療救急医療救急医療救急医療のののの拠点拠点拠点拠点となるとなるとなるとなる急性期病床急性期病床急性期病床急性期病床のののの拡充拡充拡充拡充とととと高齢者高齢者高齢者高齢者のののの居場居場居場居場

所所所所となるとなるとなるとなる施設施設施設施設のののの確保確保確保確保にににに努努努努めることめることめることめること。。。。    

【回答】 
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今後の高齢者の推移と必要病床数、施設数については、いきいきくまとり高齢者計画において、３

年毎に被保険者数、認定者数の推計を行なうとともに地域医療構想による病床の機能分化の影響を踏

まえつつ、利用実績等も考慮し、必要なサービス量を見込んでおり施設整備についてもその中で検討

しています。 

また、大阪府医療計画に基づき、急性期病床数の確保並びに施設の確保に今後も努めてまいりたい

と考えています。    
    

⑥⑥⑥⑥    大阪府内大阪府内大阪府内大阪府内にあるにあるにあるにある救命救急救命救急救命救急救命救急センターセンターセンターセンター並並並並びにびにびにびに災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院災害拠点病院のののの運営運営運営運営がががが非常非常非常非常にににに困難困難困難困難なななな状況状況状況状況をふまえをふまえをふまえをふまえ、、、、国国国国・・・・

大阪府大阪府大阪府大阪府にににに対対対対してしてしてして補助金増額補助金増額補助金増額補助金増額をををを強強強強くくくく求求求求めることめることめることめること。。。。    

【回答】 

本町では、現在、広域医療対策として、泉州医療圏二次救急医療対策事業（高石市以南８市４町参

画）に参画し補助金を支出するなど、地域の医療体制の整備に努めています。 

  また、国・府に対し、救急医療体制の確保・充実を図るとともに、一層の財政的支援を求めてまい

ります。    
    

⑦⑦⑦⑦    毎年麻疹毎年麻疹毎年麻疹毎年麻疹ややややＭＲＭＲＭＲＭＲワクチンワクチンワクチンワクチン、、、、インフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチンインフルエンザワクチン不足不足不足不足がががが問題問題問題問題になっているになっているになっているになっている。。。。ワクチンのワクチンのワクチンのワクチンの確保確保確保確保にににに

ついてはついてはついてはついては、、、、医療機関任医療機関任医療機関任医療機関任せにするのでなくせにするのでなくせにするのでなくせにするのでなく、、、、自治体自治体自治体自治体としてとしてとしてとして必要数必要数必要数必要数（（（（前年度実績前年度実績前年度実績前年度実績にににに見合見合見合見合ったったったった））））のののの確保確保確保確保とととと、、、、

迅速迅速迅速迅速にににに医療機関医療機関医療機関医療機関にににに提供提供提供提供できるできるできるできる体制体制体制体制にににに努努努努めていることめていることめていることめていること。。。。    

【回答】 

予防接種ワクチンの確保は、政府による接種率の把握に基づく需要を予測し、ワクチンメーカーに

よって製造、出荷されています。一方、製造工程には一定の期間が必要であり、さらにワクチンの有

効期間も、3 年未満の製品が大半を占め、ワクチンの安定供給は、容易ではない状況です。 

  いずれにしても、個々の自治体が、必要量の確保や、提供体制に関与することは困難であり、国と

ワクチン製造販売メーカーによる安定供給対策の検討が重要と考えています。    
    

⑧⑧⑧⑧    後期高齢者後期高齢者後期高齢者後期高齢者のののの医療費医療費医療費医療費 2222 割負担反対割負担反対割負担反対割負担反対のののの意見意見意見意見をををを国国国国にあげることにあげることにあげることにあげること。。。。    

【回答】 

 高齢化の進展による後期高齢者人口の増加や、医療技術の高度化に伴い、今後も医療費の増加傾向

が続く一方で、少子化の影響により後期高齢者医療費の自己負担分を除く約４割部分を担う現役世代

の負担も増加していくことになります。 

  そのため、将来にわたり持続可能な医療制度とすべく、その手法の一つとして自己負担割合の増に

ついて、国において議論が行われているものと認識しております。 

本町としましては、国の動向に注視しながら、制度化の検討にあたっては、国において財政運営上

の検証を十分に行うことや、被保険者の理解が得られる説明を十分に行うよう、必要に応じて、大阪

府後期高齢者医療広域連合や町村長会等を通じて意見を申し述べてまいりたいと考えております。 

    

３３３３．．．．健診健診健診健診についてについてについてについて                                                                                                                                                                                                                                                                                    

①①①①    特定健診特定健診特定健診特定健診・がん・がん・がん・がん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては、、、、大阪大阪大阪大阪はははは全国全国全国全国とととと比較比較比較比較してもしてもしてもしても受診率受診率受診率受診率がががが低低低低いいいい。。。。これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みにみにみにみに

ついてのついてのついてのついての分析分析分析分析・・・・評価評価評価評価をををを行行行行いいいい新新新新たなたなたなたな方策方策方策方策をををを進進進進めることめることめることめること。。。。特特特特にがんにがんにがんにがん検診検診検診検診についてはについてはについてはについては負担負担負担負担をををを無料無料無料無料にするこにするこにするこにするこ

とによってとによってとによってとによって受診受診受診受診しやすくししやすくししやすくししやすくし、、、、早期発見早期発見早期発見早期発見・・・・早期治療早期治療早期治療早期治療をををを行行行行うことによりうことによりうことによりうことにより医療費医療費医療費医療費のののの圧縮圧縮圧縮圧縮につなげることにつなげることにつなげることにつなげること。。。。    

【回答】 

本町では、特定健診受診率向上のために、がん検診とのセット健診や土日健診の実施、未受診者や

若年層への受診勧奨などに積極的に取り組んでおり、受診率は、国及び府と比較して、ともに上回っ

ております。 
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また、新たな取り組みとして、平成30 年度から「熊取町国民健康保険被保険者健康づくり推進奨

励事業（めざせ！がっちり健幸）」を開始し、特定健診の受診率向上と、生活習慣病等の早期発見・

早期治療の推進に努めているところです。 

分析及び評価については、保健事業実施計画（データヘルス計画）を策定し、進捗状況を評価して

います。 

がん検診につきましては、平成31 年３月に策定した「第３次健康くまとり21（健康増進計画・食

育推進計画・自殺対策計画）」（計画年度：令和元年度～令和６年度）に基づき、受診率向上のために、

各種セット検診の実施、個別の受診勧奨・再勧奨、乳がん・子宮頸がん検診の初診年齢へのクーポン

券送付などの取り組みを行っているところです。     

また、健康マイレージとして検診受診をはじめ健康づくりの取り組みに対しポイントを付与する

「ぴんぴん元気！ポイントアップ事業」も実施しています。 

なお、肺がん検診（喀痰検査以外）、大腸がん検診については、一部負担金無料です。 

今後も引き続き、受診につながる効果的な実施方法の検討や、未受診者への受診勧奨、啓発方法に

ついても工夫をしながら、さらなる受診率の向上に努めてまいります。 

    
②②②②    住民住民住民住民のののの口腔内口腔内口腔内口腔内のののの健康健康健康健康をををを向上向上向上向上させさせさせさせ、、、、生活生活生活生活のののの質質質質をををを高高高高めるためにめるためにめるためにめるために歯科口腔保健条例並歯科口腔保健条例並歯科口腔保健条例並歯科口腔保健条例並びにびにびにびに歯科口腔保健歯科口腔保健歯科口腔保健歯科口腔保健

計画計画計画計画をををを策定策定策定策定しししし、、、、地域地域地域地域のののの実情実情実情実情にににに応応応応じたじたじたじた総合的総合的総合的総合的なななな歯科保健対策歯科保健対策歯科保健対策歯科保健対策をををを推進推進推進推進することすることすることすること。。。。歯科口腔保健法歯科口腔保健法歯科口腔保健法歯科口腔保健法（（（（2011201120112011

年施行年施行年施行年施行））））ではではではでは国及国及国及国及びびびび地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体のののの役割役割役割役割としてとしてとしてとして、、、、国民国民国民国民がががが定期的定期的定期的定期的にににに歯科検診歯科検診歯科検診歯科検診をををを受受受受けるためにけるためにけるためにけるために必要必要必要必要なななな施施施施

策策策策をををを講講講講ずることがずることがずることがずることが規定規定規定規定されているされているされているされている。。。。成人期成人期成人期成人期のののの歯科検診歯科検診歯科検診歯科検診やややや在宅患者在宅患者在宅患者在宅患者・・・・障害者障害者障害者障害者らをらをらをらを対象対象対象対象にしたにしたにしたにした歯科検診歯科検診歯科検診歯科検診

のののの機会機会機会機会がががが十分十分十分十分にににに保障保障保障保障されていないことからされていないことからされていないことからされていないことから、、、、検診検診検診検診のののの対象範囲対象範囲対象範囲対象範囲をををを広広広広げるとともにげるとともにげるとともにげるとともに、、、、自己負担自己負担自己負担自己負担なくなくなくなく受受受受けけけけ

られるようにすることられるようにすることられるようにすることられるようにすること。。。。特定検診特定検診特定検診特定検診のののの項目項目項目項目にににに「「「「歯科検診歯科検診歯科検診歯科検診」」」」をををを追加追加追加追加することすることすることすること。。。。    

【回答】 

本町では、平成31 年３月に策定した「第３次健康くまとり21（健康増進計画・食育推進計画・自

殺対策計画）」（計画年度：令和元年度～令和６年度）の中で、歯科口腔保健対策の取り組みについて

も盛り込んでおり、その一例として、地域住民による自主運営の「タピオステーション」において、

おくちの体操の普及啓発や口腔機能向上に関する出前講座を実施し、おくちの介護予防に取り組んで

います。 

   なお、成人期の歯科検診については、後期高齢者医療に加入していない４０歳以上の住民を対象に

実施するとともに、集団特定健診実施時には歯科相談を行っており、歯周病予防や歯科検診受診の勧

奨等に努めています。また、妊婦歯科健診や後期高齢者医療加入者については同制度に基づく歯科健

康診査も実施しており、いずれも無料で受けられる体制を整備しています。 

    

４４４４．．．．こども・ひとりこども・ひとりこども・ひとりこども・ひとり親親親親・・・・障障障障がいがいがいがい者医療費助成制度等者医療費助成制度等者医療費助成制度等者医療費助成制度等についてについてについてについて                                                                                                                            

①①①①    2018201820182018 年年年年 4444 月月月月からのからのからのからの大阪府大阪府大阪府大阪府のののの制度変更制度変更制度変更制度変更によりによりによりにより、、、、各市町村各市町村各市町村各市町村のののの医療費助成制度医療費助成制度医療費助成制度医療費助成制度もももも改変改変改変改変されたがされたがされたがされたが、、、、老人医老人医老人医老人医

療療療療・・・・障障障障がいがいがいがい者医療費助成者医療費助成者医療費助成者医療費助成のののの再編再編再編再編でででで助成助成助成助成がががが受受受受けられないけられないけられないけられない患者患者患者患者やややや自己負担自己負担自己負担自己負担がががが増増増増えているえているえているえている。。。。以前以前以前以前のののの助成制度助成制度助成制度助成制度

のののの復活復活復活復活をををを検討検討検討検討することすることすることすること。。。。    
【回答】 

   今般の大阪府の制度改正は福祉医療費助成制度を持続可能な制度とするために実施されたもので

あり、本町の福祉医療費助成制度につきましても、大阪府の同制度に基づき実施していることから、

引き続き持続可能な医療費助成制度となるよう努めてまいります。    
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②②②②    老人医療老人医療老人医療老人医療・・・・障障障障がいがいがいがい者医療費助成者医療費助成者医療費助成者医療費助成でででで医療費自己負担上限医療費自己負担上限医療費自己負担上限医療費自己負担上限月額月額月額月額をををを超超超超えたえたえたえた場合場合場合場合、、、、毎回毎回毎回毎回のののの還付金申請還付金申請還付金申請還付金申請はははは非常非常非常非常

にににに負担負担負担負担になるになるになるになる。。。。一刻一刻一刻一刻もももも早早早早くくくく自動償還自動償還自動償還自動償還をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

【回答】 

本町では、既に平成３０年９月から同年４月診療分以降の一部自己負担額の月額上限額超過分の自

動償還を開始しております。    
    

③③③③    こどものこどものこどものこどもの医療費助成制度医療費助成制度医療費助成制度医療費助成制度についてについてについてについて、、、、他府県他府県他府県他府県ではではではでは医療費無償化医療費無償化医療費無償化医療費無償化がががが広広広広がりがりがりがり貧困対策貧困対策貧困対策貧困対策・・・・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援にににに役立役立役立役立

っているっているっているっている。。。。無償化無償化無償化無償化のののの導入導入導入導入をををを検討検討検討検討することすることすることすること。。。。((((なおなおなおなお無償化無償化無償化無償化するするするする場合場合場合場合のののの自治体負担自治体負担自治体負担自治体負担のののの試算試算試算試算をすることをすることをすることをすること))))またまたまたまた、、、、

入院食事療養費入院食事療養費入院食事療養費入院食事療養費のののの助成助成助成助成もももも対象対象対象対象にすることにすることにすることにすること。。。。    

【回答】 

一部自己負担を撤廃することで、医療費助成費が年間約３千万円の増加（平成30 年度実績より

推計）となる見込みであるため、第３次行財政構造改革プランに基づく行財政改革を遂行する上で、

現時点での拡充は困難と考えておりますので、引き続き、制度の維持・継続に向けて努めてまいりま

す。なお、入院時の食事療養費については従前より助成を実施しております。    

    

④④④④    昨年妊産婦昨年妊産婦昨年妊産婦昨年妊産婦のののの医療費負担医療費負担医療費負担医療費負担がががが大大大大きなきなきなきな問題問題問題問題になりになりになりになり、、、、全国全国全国全国でででで妊産婦医療費助成妊産婦医療費助成妊産婦医療費助成妊産婦医療費助成をををを実施実施実施実施しているしているしているしている自治体自治体自治体自治体がががが注注注注

目目目目されたされたされたされた。。。。妊産婦医療費助成妊産婦医療費助成妊産婦医療費助成妊産婦医療費助成のののの創設創設創設創設をををを検討検討検討検討することすることすることすること。。。。    

【回答】 

妊産婦医療費助成制度につきましては、実施している自治体も少なく、本町では、これまで相談

等もないため、現時点において実施する予定はございませんが、今後、近隣他市町の動向も注視し

つつ、導入の必要性等も含めて調査・研究を行ってまいります。 

    

５５５５．．．．介護保険介護保険介護保険介護保険・・・・高齢者施策等高齢者施策等高齢者施策等高齢者施策等についてについてについてについて                                                                                                                                                                                                            

①①①①    一般会計繰入一般会計繰入一般会計繰入一般会計繰入によってによってによってによって介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料をををを引引引引きききき下下下下げることげることげることげること。。。。またまたまたまた、、、、国国国国にににに対対対対しししし国庫負担国庫負担国庫負担国庫負担のののの大幅大幅大幅大幅なななな引引引引きききき上上上上げとげとげとげと

公費公費公費公費によるによるによるによる保険料基準額保険料基準額保険料基準額保険料基準額のののの引引引引きききき下下下下げについてげについてげについてげについて働働働働きかけることきかけることきかけることきかけること。。。。    

【回答】 

介護保険料は介護給付費を賄うための財源となっており、介護給付費の半分は６５歳以上の方の介

護保険料と４０歳以上６５歳未満の方の保険料で負担し、残りの半分は、国、府、町の公費で負担す

る仕組みとなっております。このように既に公費及び現役世代が保険料を負担しております。 

また、平成２７年度から公費（国 2／1、府 1／4、町 1／4）を投入し介護保険料第１段階の低所

得者の保険料を軽減しており、本年１０月からは、さらに保険料の軽減の強化拡充を行い、第２段階、

第３段階の保険料についても軽減を行うこととなっております。 

このように既に一般財源により負担している状況で、これ以上の一般会計からも繰り入れ、保険料

を引き下げることは、被保険者間の公平性や健全な介護保険財政の運営上難しいと考えております。 

本町では、介護予防の取組みを推進し、健康寿命の延伸及び給付費の適正化に努め、保険料の増加

の抑制に努めます。 

    

②②②②    非課税者非課税者非課税者非課税者・・・・低所得者低所得者低所得者低所得者のののの介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料をををを大幅大幅大幅大幅にににに軽減軽減軽減軽減するするするする減免制度減免制度減免制度減免制度をををを拡充拡充拡充拡充することすることすることすること。。。。当面当面当面当面、、、、年収年収年収年収１５０１５０１５０１５０万万万万

円以下円以下円以下円以下（（（（単身単身単身単身のののの場合場合場合場合））））はははは介護保険料介護保険料介護保険料介護保険料をををを免除免除免除免除とすることとすることとすることとすること。。。。    

【回答】 

平成２７年度から公費（国１／2、府 1／4、町 1／4）を投入し、介護保険料第１段階の低所得者

の保険料を軽減しており、本年１０月からは、さらに保険料の軽減の強化拡充を行い、第２段階、第

３段階の保険料についても軽減を行うこととなっております。 

また、本町独自に非課税世帯に属する介護保険料第２段階、第３段階の方については、一定の要件



9 

 

に該当した方の保険料を申請により第１段階に引き下げる減免制度を既に設けておりますので、現時

点では当該制度について改正する予定はありません。    
    

③③③③    介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用者利用者利用者利用者のののの負担負担負担負担をををを軽減軽減軽減軽減するためするためするためするため、、、、低所得者低所得者低所得者低所得者についてについてについてについて無料無料無料無料となるようとなるようとなるようとなるよう、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの利用利用利用利用

料減免制料減免制料減免制料減免制度度度度をつくることをつくることをつくることをつくること。。。。介護保険法改定介護保険法改定介護保険法改定介護保険法改定によってによってによってによって導入導入導入導入されたされたされたされた「「「「３３３３割負担者割負担者割負担者割負担者」「」「」「」「２２２２割負担者割負担者割負担者割負担者」」」」のののの実態実態実態実態

をををを調査調査調査調査するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの軽減措置軽減措置軽減措置軽減措置をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

【回答】 

低所得者の方に対する利用者の軽減については、社会福祉法人による利用者負担軽減制度がありま

すが、町独自の利用料についての減免制度は設けておりません。それは、低所得者の利用料の減免を

実施することは、その減免分を他の被保険者の保険料で賄うこととなり、被保険者間の公平性や受益

者負担の観点から、現時点では減免制度の創設は健全な介護保険財政運営上難しいと考えております。 

しかし、利用者負担の軽減等低所得者対策の充実について、引き続き府内市町村と連携し大阪府を

通じて国に働きかけてまいります。 

次に、介護保険法改正により導入された利用者負担割合「３割負担」、「２割負担」については、介

護保険制度を持続可能なものとするため、現役世代に過度の負担をかけることなく、世帯内・世帯間

の負担の公平性及び負担能力に応じた負担を求めるという趣旨で改正されたものであることから、本

町においても、この制度の趣旨に基づき実施しているものですので、実態調査の予定や町独自の減免

措置は考えておりません。 

    

④④④④    総合事業総合事業総合事業総合事業についてについてについてについて    

イイイイ、、、、利用者利用者利用者利用者のサービスのサービスのサービスのサービス選択権選択権選択権選択権をををを保障保障保障保障しししし、、、、サービスについてサービスについてサービスについてサービスについて、、、、すべてのすべてのすべてのすべての要支援認定者要支援認定者要支援認定者要支援認定者がががが「「「「従来従来従来従来（（（（介護介護介護介護

予防訪問介護予防訪問介護予防訪問介護予防訪問介護・・・・介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護））））相当相当相当相当サービスサービスサービスサービス」」」」をををを利用利用利用利用できるようにすることできるようにすることできるようにすることできるようにすること。。。。またまたまたまた、、、、新規新規新規新規・・・・

更新者更新者更新者更新者ともともともとも要介護要介護要介護要介護（（（（要支援要支援要支援要支援））））認定認定認定認定をををを勧奨勧奨勧奨勧奨しししし、、、、認定申請認定申請認定申請認定申請をををを抑制抑制抑制抑制しないことしないことしないことしないこと。。。。    

【回答】 

総合事業のサービス利用に関しては、地域包括支援センター等が利用者等の意向を確認しながら心

身の状態に応じたケアプランを作成することで必要なサービスにつなげています。 

認定申請については、新規の方は認定申請を全員に行っています。更新申請の際は、ご本人の意思 

を尊重しながら必要なサービス利用につなげるべく更新申請もしくは基本チェックリストを実施して 

います。    
    

ロロロロ、、、、介護従事者介護従事者介護従事者介護従事者のののの処遇処遇処遇処遇をををを維持維持維持維持・・・・改善改善改善改善しししし、、、、事業者事業者事業者事業者のののの経営経営経営経営をををを安定安定安定安定させるためさせるためさせるためさせるため、、、、介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・生活支援生活支援生活支援生活支援サーサーサーサー

ビスのビスのビスのビスの単価単価単価単価についてはについてはについてはについては、、、、訪問介護員訪問介護員訪問介護員訪問介護員（（（（介護福祉士介護福祉士介護福祉士介護福祉士、、、、初任者研修終了者初任者研修終了者初任者研修終了者初任者研修終了者などのなどのなどのなどの有資格者有資格者有資格者有資格者））））がががが、、、、サーサーサーサー

ビスをビスをビスをビスを提供提供提供提供したしたしたした場合場合場合場合はははは、、、、従来従来従来従来のののの額額額額をををを保障保障保障保障することすることすることすること。。。。    

【回答】 

介護従事者の処遇を維持・改善し、事業者の経営を安定させるため、介護予防・生活支援サービス

の単価については、有資格者が提供する現行相当サービスは国が定める基準と同額で設定しています。   

また、介護報酬改定に併せて介護職員処遇改善加算などの改定も行っています。    
    

⑤⑤⑤⑤    生活援助生活援助生活援助生活援助ケアプランケアプランケアプランケアプラン届出問題届出問題届出問題届出問題についてについてについてについて    

イイイイ、、、、国国国国にににに対対対対しししし、、、、一定回数以上一定回数以上一定回数以上一定回数以上のののの生活援助中心型訪問介護生活援助中心型訪問介護生活援助中心型訪問介護生活援助中心型訪問介護をををを位置付位置付位置付位置付けたケアプランけたケアプランけたケアプランけたケアプラン届出届出届出届出をををを撤回撤回撤回撤回するよするよするよするよ

うううう働働働働きかけることきかけることきかけることきかけること    

ロロロロ、、、、届出届出届出届出はははは、、、、回数制限回数制限回数制限回数制限をををを行行行行うううう趣旨趣旨趣旨趣旨でないことをでないことをでないことをでないことを明確明確明確明確にしにしにしにし、、、、ケアマネジャーのケアマネジャーのケアマネジャーのケアマネジャーの裁量及裁量及裁量及裁量及びびびび利用者利用者利用者利用者のののの希望希望希望希望    

をををを尊重尊重尊重尊重したしたしたした取取取取りりりり扱扱扱扱いをいをいをいを行行行行うことうことうことうこと    

【回答】 

本改正の趣旨は、生活援助中心型サービスについては、必要以上のサービスの提供は自立を阻害す

るとの指摘がある一方で、利用者は様々な事情を抱える場合もあることから、利用者の自立支援のた
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めのケアプランとなっているか多職種により検証を行なう為にケアプランの提出が義務付けられた

ものです。この改正の趣旨を踏まえ、本町も実施に向けて準備を進めているところです。 

    

⑥⑥⑥⑥    保険者機能強化推進交付金保険者機能強化推進交付金保険者機能強化推進交付金保険者機能強化推進交付金についてについてについてについて    

イイイイ、、、、いわゆるいわゆるいわゆるいわゆる「「「「自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域自立支援型地域ケアケアケアケア会議会議会議会議」」」」などなどなどなど、、、、介護介護介護介護サービスからのサービスからのサービスからのサービスからの「「「「卒業卒業卒業卒業」」」」をををを迫迫迫迫りりりり、、、、ケアマネジケアマネジケアマネジケアマネジ

メントにメントにメントにメントに対対対対するするするする統制統制統制統制をををを目的目的目的目的としたとしたとしたとした仕組仕組仕組仕組みをつくらないことみをつくらないことみをつくらないことみをつくらないこと。。。。    

【回答】 

介護予防ケアマネジメントは、本人の「したい、できるようになりたい」ことの実現に向けた支援

であり、さらに、自立支援型地域ケア会議は、理学療法士や言語聴覚士、薬剤師、管理栄養士等の専

門職の方々により、本人の目標を達成するために助言等を行うことで介護支援専門員や介護サービス

事業所の資質向上を図る目的で実施しており、ケアマネジメントの統制を目的としていません。    
    

ロロロロ、、、、国国国国のののの「「「「評価指標評価指標評価指標評価指標」」」」にににに追随追随追随追随しししし、、、、実態実態実態実態をををを無視無視無視無視したしたしたした「「「「介護予防介護予防介護予防介護予防・・・・重度化防止目標重度化防止目標重度化防止目標重度化防止目標」「」「」「」「給付抑制目標給付抑制目標給付抑制目標給付抑制目標」」」」なななな

どはどはどはどは盛盛盛盛りりりり込込込込まずまずまずまず、、、、必要必要必要必要なななな介護介護介護介護サービスがサービスがサービスがサービスが受受受受けられるようにすることけられるようにすることけられるようにすることけられるようにすること。。。。    

【回答】 

介護保険法にも規定されている地域の実情に応じた「介護予防・重度化防止」に繋がる施策を推進

するとともに、介護サービス等が必要な方には個々に応じたサービスの提供ができるよう努めていま

す。 

    

⑦⑦⑦⑦    高齢者高齢者高齢者高齢者のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防のののの実態調査実態調査実態調査実態調査をををを実施実施実施実施することすることすることすること。。。。高齢者宅高齢者宅高齢者宅高齢者宅をををを毎日訪問毎日訪問毎日訪問毎日訪問しししし熱中症熱中症熱中症熱中症にならないにならないにならないにならない対策対策対策対策（（（（クククク

ーラーをーラーをーラーをーラーを動動動動かすなどかすなどかすなどかすなど））））ができるようにができるようにができるようにができるように、、、、社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会社会福祉協議会、、、、事業事業事業事業者者者者、、、、NPONPONPONPO などなどなどなどによびかけによびかけによびかけによびかけ小学校単位小学校単位小学校単位小学校単位

（（（（地域包括地域包括地域包括地域包括ケアのケアのケアのケアの単位単位単位単位））））でででで見守見守見守見守りネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなどりネットワークづくりなど、、、、具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策をををを実行実行実行実行することすることすることすること。。。。介護保険介護保険介護保険介護保険のののの

給付限度額給付限度額給付限度額給付限度額のののの関係関係関係関係でででで、、、、町町町町のののの熱中症予防熱中症予防熱中症予防熱中症予防シェルターシェルターシェルターシェルター（（（（開放公共施設開放公共施設開放公共施設開放公共施設））））へへへへ介助介助介助介助をををを得得得得てててて避難避難避難避難するするするする事事事事がががが困難困難困難困難なななな

ケースへのケースへのケースへのケースへの対策対策対策対策をををを各自治体各自治体各自治体各自治体がががが立立立立てることてることてることてること。。。。低額低額低額低額なななな年金生活者年金生活者年金生活者年金生活者やややや生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者生活保護受給者のののの中中中中ではではではでは、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者がががが「「「「経経経経

済的済的済的済的なななな理由理由理由理由」」」」でクーラーでクーラーでクーラーでクーラー設置設置設置設置をあきらめたりをあきらめたりをあきらめたりをあきらめたり、、、、設置設置設置設置していてもしていてもしていてもしていても利用利用利用利用をををを控控控控えざるえざるえざるえざる得得得得ないないないない状況状況状況状況がありがありがありがあり、「、「、「、「貸貸貸貸

付制度付制度付制度付制度のののの利用利用利用利用」」」」でなくクーラーでなくクーラーでなくクーラーでなくクーラー導入費用導入費用導入費用導入費用やややや電気料金電気料金電気料金電気料金にににに対対対対するするするする補助制度補助制度補助制度補助制度をををを作作作作ることることることること。。。。    

【回答】 

        独居高齢者については、必要に応じて定期的に地域包括支援センターから訪問等を行っており、緊 

急通報装置の活用についても周知しています。また、平成29 年度より、「高齢者見守りネットワーク

事業」を立ち上げ協力事業者による見守りを行っています。 

熱中症予防については、広報、ホームページのほか、介護事業者や長生会を通じ、機会をとらえて

普及啓発を継続して行って行きます。 

また、町の開放公共施設への避難等についての対策を、町独自で立てる予定はございません。 

熱中症予防に限らず、地域での見守り体制の構築は重要であり、住民の方々をはじめ、関係機関とと

もに努めてまいります。 

なお、現在のところ、クーラーの導入費用や電気料金に対する補助制度を構築する予定はありませ

ん。    
    

⑧⑧⑧⑧    入所施設待機者入所施設待機者入所施設待機者入所施設待機者をををを解消解消解消解消しししし、、、、行行行行きききき場場場場のないのないのないのない高齢者高齢者高齢者高齢者をなくすためにをなくすためにをなくすためにをなくすために、、、、特別養護老人特別養護老人特別養護老人特別養護老人ホームをホームをホームをホームを大幅大幅大幅大幅にににに拡充拡充拡充拡充

することすることすることすること。。。。またまたまたまた、、、、利用状況利用状況利用状況利用状況などなどなどなど詳細詳細詳細詳細なななな実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、必要数必要数必要数必要数をををを明確明確明確明確にしたうえでにしたうえでにしたうえでにしたうえで年次的年次的年次的年次的にににに整備整備整備整備をををを行行行行

うことうことうことうこと。。。。    

【回答】 

施設整備については、計画策定（３年毎）の際に、本町の社会資源及び施設の利用状況や要介護認

定者及び事業者等へのアンケートによりニーズを把握し、中長期的な視点で検討し、必要に応じて整

備してまいります。    
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⑨⑨⑨⑨    介護人材介護人材介護人材介護人材のののの不足不足不足不足をををを解消解消解消解消するためするためするためするため、、、、自治体自治体自治体自治体としてとしてとしてとして独自独自独自独自にににに処遇改善助成金処遇改善助成金処遇改善助成金処遇改善助成金をををを制度化制度化制度化制度化しししし、、、、全額労働者全額労働者全額労働者全額労働者のののの賃賃賃賃

金金金金としてとしてとしてとして支払支払支払支払われるわれるわれるわれる措置措置措置措置をををを講講講講じることじることじることじること。。。。    

国国国国にににに対対対対しししし、、、、全額国庫負担方式全額国庫負担方式全額国庫負担方式全額国庫負担方式によるによるによるによる    全介護労働者全介護労働者全介護労働者全介護労働者がががが、、、、年収年収年収年収４４０４４０４４０４４０万円水準万円水準万円水準万円水準にににに早急早急早急早急にににに到達到達到達到達できるできるできるできる

処遇改善制度処遇改善制度処遇改善制度処遇改善制度をををを求求求求めることめることめることめること。。。。    

【回答】 

介護職員の処遇改善については、平成２９年度以降、介護報酬改定により介護職員処遇改善加算が

拡充されておりますし、本年１０月からの消費税率引き上げに伴う処遇改善加算による報酬引き上げ

も予定されておりますので、町独自の処遇改善助成制度は考えておりません。 

なお、介護職員処遇改善加算の適切な運用や法令遵守については、大阪府及び広域福祉課と連携し、

事業者に対し、指導・監査等を行っていきます。 

今後、高齢化に伴い、介護、福祉職の人材の確保が重要であることから、処遇改善について国の動

向等を見ながら適宜、府内市町村と連携し府を通じて国へ要望していきたいと考えています。 

    

６６６６．．．．障害者障害者障害者障害者 65656565 歳問題歳問題歳問題歳問題についてについてについてについて                                                                                                                                                                                                                                    

①①①①    ４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、「、「、「、「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに

支援支援支援支援するためのするためのするためのするための法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度とのとのとのとの適用関係適用関係適用関係適用関係についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 19 19 19 19 年年年年 3333 月月月月

28282828 日障企発第日障企発第日障企発第日障企発第 0328002032800203280020328002 号号号号・・・・障障発第障障発第障障発第障障発第 0328002032800203280020328002 号厚生労働省社会号厚生労働省社会号厚生労働省社会号厚生労働省社会・・・・援護局障害保健福祉部企画課長援護局障害保健福祉部企画課長援護局障害保健福祉部企画課長援護局障害保健福祉部企画課長・・・・

障害福祉課長連名通知障害福祉課長連名通知障害福祉課長連名通知障害福祉課長連名通知））））ならびにならびにならびにならびに事務連絡事務連絡事務連絡事務連絡「「「「障害者障害者障害者障害者のののの日常生活及日常生活及日常生活及日常生活及びびびび社会生活社会生活社会生活社会生活をををを総合的総合的総合的総合的にににに支援支援支援支援すすすするためるためるためるため

のののの法律法律法律法律にににに基基基基づくづくづくづく自立支援給付自立支援給付自立支援給付自立支援給付とととと介護保険制度介護保険制度介護保険制度介護保険制度のののの適用関係等適用関係等適用関係等適用関係等にににに係係係係るるるる留意事項等留意事項等留意事項等留意事項等についてについてについてについて」（」（」（」（平成平成平成平成 27272727 年年年年 2222

月月月月 18181818 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、一律一律一律一律にににに介護保険利用介護保険利用介護保険利用介護保険利用のののの優先優先優先優先をををを利用者利用者利用者利用者にににに求求求求めるのではなくめるのではなくめるのではなくめるのではなく、、、、本人本人本人本人のののの意向意向意向意向をををを尊重尊重尊重尊重しししし

たたたた柔軟柔軟柔軟柔軟なななな対応対応対応対応をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。そのためにそのためにそのためにそのために、、、、当該障害者当該障害者当該障害者当該障害者がががが６５６５６５６５歳歳歳歳にににに到達到達到達到達するするするする前前前前にににに、、、、本人本人本人本人からからからから６５６５６５６５歳到達後歳到達後歳到達後歳到達後

のののの福祉福祉福祉福祉サービスサービスサービスサービス等等等等のののの利用意向利用意向利用意向利用意向をををを高齢高齢高齢高齢・・・・障害障害障害障害それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの担当職員担当職員担当職員担当職員がががが聞聞聞聞きききき取取取取りりりり、、、、本人本人本人本人のののの願願願願いにいにいにいに沿沿沿沿ったったったった支援支援支援支援

がががが提供提供提供提供されるようされるようされるようされるよう、、、、ケアプランケアプランケアプランケアプラン作成事業所作成事業所作成事業所作成事業所とととと十分十分十分十分にににに調整調整調整調整をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。    

【回答】 

65 歳以上の障がい者や40 歳以上の特定疾病の障がい者は、原則として介護保険サービスへ移行し

ていただくことになりますが、本町では、個別の状況等をお聞きした上で、介護保険だけではサービ

スが不足する方や、利用を希望するサービスが介護保険には相当するサービスがない場合については、

必要に応じて障がい福祉サービスでの支給決定を行っています。今後も個々の実情を把握したうえで、

厚生労働省通知や浅田裁判高裁判決等を踏まえ、適切な運用に努めてまいります。 
 

②②②②    前述前述前述前述のののの調整調整調整調整にもかかわらずにもかかわらずにもかかわらずにもかかわらず、、、、本人本人本人本人がががが納得納得納得納得せずにせずにせずにせずに介護保険介護保険介護保険介護保険のののの利用申請手続利用申請手続利用申請手続利用申請手続きをきをきをきを行行行行わないわないわないわない場合場合場合場合においにおいにおいにおい

てててて、、、、浅田裁判高裁判決浅田裁判高裁判決浅田裁判高裁判決浅田裁判高裁判決（（（（2018201820182018 年年年年 12121212 月月月月 13131313 日日日日））））をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ機械的機械的機械的機械的にににに障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを打打打打ちちちち切切切切ることることることること

のないようにすることのないようにすることのないようにすることのないようにすること。。。。    

【回答】 

これまでも、障がい福祉サービスを利用されている方が65 歳になられる場合には、制度の趣旨説

明を行い、介護認定を受けていただくよう、ご案内をしております。今後も制度の趣旨をご理解いた

だけるよう、また、個々の実情を把握したうえで、厚生労働省通知や浅田裁判高裁判決等をふまえ、

丁寧な対応を行ってまいります。 
    

③③③③    介護保険対象介護保険対象介護保険対象介護保険対象となったとなったとなったとなった障害者障害者障害者障害者がががが、、、、介護保険介護保険介護保険介護保険へのへのへのへの移行移行移行移行をせずをせずをせずをせず引引引引きききき続続続続きききき障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを利用利用利用利用するするするする

場合場合場合場合においてはにおいてはにおいてはにおいては、、、、現行通現行通現行通現行通りのりのりのりの基準基準基準基準をををを適用適用適用適用するようするようするようするよう国国国国にににに求求求求めることめることめることめること    

【回答】 

社会保障制度の原則である保険優先の考えの下、40 歳以上の特定疾病・65 歳以上の障がい者につ

いては、原則として介護保険制度が優先となりますが、申請者の個別の障がい特性等をお聞きした上
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で、介護保険担当と連携を図りながら適切な支援に努めてまいりたいと考えております。 

    

④④④④        介護保険対象介護保険対象介護保険対象介護保険対象となったとなったとなったとなった障害者障害者障害者障害者がががが、、、、介護保険介護保険介護保険介護保険サービスをサービスをサービスをサービスを利用利用利用利用しかつしかつしかつしかつ上乗上乗上乗上乗せでせでせでせで障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを利利利利

用用用用するするするする場合場合場合場合のののの新新新新たなたなたなたな国庫負担基準国庫負担基準国庫負担基準国庫負担基準をををを創設創設創設創設するようするようするようするよう国国国国にににに求求求求めることめることめることめること    

【回答】 

本町におきましては、介護保険対象者となった方に対しましても、障がい特性など個々の状況によ

り、必要と判断した場合については、障がい福祉サービスの支給を行っておりますが、対象経費支出

額が基準額内となっているため、国から支給額の１／２の補助を受けております。    
    

⑤⑤⑤⑤        ４０４０４０４０歳以上歳以上歳以上歳以上のののの特定疾患特定疾患特定疾患特定疾患・・・・６５６５６５６５歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者歳以上障害者についてについてについてについて、、、、一律一律一律一律にににに共生型介護保険事業共生型介護保険事業共生型介護保険事業共生型介護保険事業のののの利用利用利用利用をすすめるをすすめるをすすめるをすすめる

ことはことはことはことはしないことしないことしないことしないこと。。。。    

【回答】 

40 歳以上の特定疾病・65 歳以上の障がい者については、原則として介護保険制度が優先となりま

すが、一律に共生型サービスの利用をすすめるのではなく、個別の障がい特性等をお聞きした上で、

介護保険担当と連携を図りながら適切な支援に努めてまいりたいと考えております。    
    

⑥⑥⑥⑥    障害福祉障害福祉障害福祉障害福祉サービスをサービスをサービスをサービスを継続継続継続継続してしてしてして受受受受けてきたけてきたけてきたけてきた方方方方がががが、、、、要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定でででで要支援要支援要支援要支援１１１１、、、、２２２２となったとなったとなったとなった場合場合場合場合、、、、総合事総合事総合事総合事

業業業業におけるにおけるにおけるにおける実施実施実施実施にあってはにあってはにあってはにあっては障害者障害者障害者障害者にににに理解理解理解理解のあるのあるのあるのある有資格者有資格者有資格者有資格者がががが派遣派遣派遣派遣されるようにすることされるようにすることされるようにすることされるようにすること。。。。    

【回答】 

障がい福祉サービスを受けてきた方が、総合事業を含めた介護保険サービスを利用される際には、

個々の障がい特性等に応じたサービス提供ができるよう障がい福祉担当者と介護保険担当者が連携

し、適切なサービス提供ができるよう努めています。    
    

⑦⑦⑦⑦    障害者障害者障害者障害者のののの福祉福祉福祉福祉サービスとサービスとサービスとサービスと介護介護介護介護サービスサービスサービスサービス利用利用利用利用はははは原則無料原則無料原則無料原則無料としとしとしとし、、、、少少少少なくともなくともなくともなくとも市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯市町村民税非課税世帯のののの

利用負担利用負担利用負担利用負担はなくすことはなくすことはなくすことはなくすこと。。。。    

【回答】 

障がい福祉サービスの利用者負担は、所得に応じて負担上限月額が設定されており、市町村民税非

課税世帯の負担上限月額は０円と設定されています。 

しかし、介護保険へ移行すると、全ての方が所得等に応じて１割（２割・３割）の利用者負担を負

担することとなります。 

この利用者負担を町独自に無料化することは困難ですが、平成３０年４月から障害者総合支援法の

改正により、65 歳に至るまで相当の長期間にわたり障がい福祉サービスを利用されてきた低所得の

高齢障がい者に対しては、介護保険サービスの利用者負担額を軽減できる仕組みが設けられています。    
    

⑧⑧⑧⑧    2018201820182018 年年年年 4444 月診療分月診療分月診療分月診療分よりよりよりより見直見直見直見直されたされたされたされた重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度重度障害者医療費助成制度においてにおいてにおいてにおいて、、、、自治体独自自治体独自自治体独自自治体独自のののの対象者拡対象者拡対象者拡対象者拡

大大大大・・・・助成制度助成制度助成制度助成制度のののの創設創設創設創設をををを行行行行うことうことうことうこと。。。。またまたまたまた、、、、以下以下以下以下のののの実態実態実態実態についてについてについてについて明明明明らかにすることらかにすることらかにすることらかにすること。。。。    

【回答】 

今般の大阪府の制度改正は福祉医療費助成制度を持続可能な制度とするために実施されたもので

あり、本町の福祉医療費助成制度につきましても、大阪府の同制度に基づき実施していることから、

現制度を維持し、引き続き持続可能な医療費助成制度となるよう努めてまいります。 

また、本町における平成30 年度実績については以下のとおりです。 
□平成30 年4 月1 日より新規で「重度障がい者医療助成制度」の対象となった「精神障害者保健福祉

手帳1 級所持者」の方の中で平成30 年度の対象者人数（生活保護利用者は除く）及び申請人数。 

対象者人数（ 15 ）名。申請人数（ 15 ）名 ※Ｈ30 年度末時点集計 

□平成30 年4 月1 日より新規で「重度障がい者医療助成制度」の対象となった「特定医療費（指定難

病）・特定疾患医療受給者証所持者で障害年金1級または特別児童扶養手当1級該当者」の方の中で、
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平成30 年度の対象者人数及び申請人数。 

対象者人数（ 0 ）名。申請人数（ 1 ）名。※不明の場合は「不明」と記載 

□老人医療経過措置（2021 年3 月31 日まで）対象者人数 

対象者人数（ 224 ）名 ※Ｈ30 年度末時点集計 

□重度障がい者医療助成制度における平成29 年度償還払い件数と平成30 年度償還払い件数 

平成29 年度件数（ のべ359 ）件、平成30 年度件数（ のべ1,923 ）件 

    

７７７７．．．．地域独自項目地域独自項目地域独自項目地域独自項目                                                                                                                                                                                                                                                                                    

①①①①    町町町町はははは 35353535 名以下学級名以下学級名以下学級名以下学級をををを小学小学小学小学 1111 年年年年・・・・2222 年年年年をををを越越越越えてえてえてえて、、、、小学小学小学小学 3333 年以降年以降年以降年以降 6666 年年年年までまでまでまで拡充拡充拡充拡充することすることすることすること。。。。    

【回答】 

35 人学級編制につきましては、「公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関する法

律」により小学１年生対象に実施することが規定されております。また、小学２年生につきましては、

府費で大阪府下の全公立小学校において実施されています。 

本町におきましては、小学１・２年生の 35 人学級の実施とともに、大阪府から少

人数・習熟度別指導等を含め小中学校８校に 20 名の教職員が加配により配置されて

おります。加配された教職員を有効に活用し、各学校において「少人数・習熟度別

指導」及びティームティーチングによる指導を実施しております。小学校では３～６年

生の算数の授業において、中学校では各学校の実態に応じ、国語、数学、英語の授業において少人数

やティームティーチングによる指導方法の工夫・改善に取り組んでいるところです。 

また、学習支援ボランティアやインターンシップ生が、授業に入り込むなど学習補助を行っており 

児童一人ひとりに対してきめ細やかな指導支援を行っています。    
    

    

②②②②    町町町町はははは小学校小学校小学校小学校のののの1111 年生年生年生年生のののの大大大大きなきなきなきな課題課題課題課題（（（（小小小小 1111 プロブレムプロブレムプロブレムプロブレム））））をををを克服克服克服克服のためにのためにのためにのために、、、、30303030 人以下学級人以下学級人以下学級人以下学級をををを実現実現実現実現するするするする    

ことことことこと。。。。    

【回答】 

小１プロブレムが生じる原因の一つとして、幼児教育と小学校教育の違いがあげられます。 

本町においては、その違いに児童が大きくつまずくことのなく、スムーズに小学校生活に移行でき

るよう、就学前施設と小学校が子どもの様子や指導方法等を参観する機会を設けたり、子どもへの必

要な手立てについて話し合ったりするなど連携を進めています。 

あわせて、学習支援ボランティアやインターンシップ生の活用、スクールソーシャルワーカーや介

助員の配置など、子どもに関わることができる大人を多く配置することにより、保護者や担任のサポ

ートにつながるとも考えています。 

子どもたちができるだけ早く新しい環境に慣れ、楽しく学校生活を送ることができるよう、以上の

ような取り組みを引き続き進めてまいりたいと考えています。    
    

③③③③    町町町町はははは少人数学級少人数学級少人数学級少人数学級をををを独自独自独自独自にににに推進推進推進推進するとするとするとすると共共共共にににに、、、、国国国国とととと府府府府にににに財政措置財政措置財政措置財政措置のののの拡充拡充拡充拡充をををを強強強強くくくく求求求求めることめることめることめること。。。。    

【回答】 

本町といたしましては、現在のところ、町独自での少人数学級の実施は検討して 

おらず、現在の制度の中で、学校教育のより一層の充実に取り組んでまいりたいと

考えています。あわせて、引き続き国や府に財政拡充を求めていきたいと考えてい

ます。    


